




































































































































































































































































































　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e　　’　　　　　　　　　　a　　．G　nestin，op．cit．，text　R　｛6　et　note　n　　58　（Domat，1ivre　I，t．18　．sect．1，n　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　　 　　　　　　 　　　　 　　　　　14）。
　5　判例の変遷
　法律の錯誤πついて、破鍛院の態度はb後述　ig50年の判決を境として、肯定的であるカ㍉それが
認められるためveは、相当va、厳格な要件を付してきた。従来か昏判例はその錯誤を認めるためπ、民
法第1140条を拡張的に解釈して、前述の承諾の理疵説に従ってきた。すなわち、それはs事実の錯誤
と同様、承諾を毅疵あらしめるものであるとする。そして、近時では、前掲1960年の判決が示すよう
va、それはt合意の決定的原因の要件を充足すれば、その無効の効果を生じるに十分なりとされるに至っ
たのである。ところがt他方、実際vaは、法律の錯誤は，承諾の動機において生じた事例が圧倒的で判例
の決定的動機の理論と結合して論じられる場合が多いのである。すなわち、その王なる実際例として、ま
ず、土地売買πついて、行政規定による土地能力に関し錯誤ある事｛外　また、ブドウ酒売買において，そ
の税規定va誤信ある事例等、いわゆる行政的取締法規についての錯誤va、その適例を見出し得るカ㍉さら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1欧相続放棄やt遺産分割に関してもtそれが生じている　。ここでは、王er、相続放棄における錯誤の
事案を、二・三掲げて、法律の錯誤の観点から、具体的va判例の変遷を検討してみよう。
　第一一一　va）法律が改正されたことを知らないで）所有権の性質を誤信し、相続放棄をなした事案vaついて、
1950年11月17日・破鍛院判決がある。まず妻Lは，ベノレギー国籍のS夫婦の間va生糾フラン
ス人の夫と結婚したのであるが、子供は一人もなしxまた、自己の夫L｝Vτ、1905年11月24日UCl
証書で、自己の処分しうる財産の全てを贈与した後に、1912年12月23日パリで死亡した。その後、
1915年1月24日付で，包括承継人たる夫Lと、遺留分相続人たる、その義理の両親にあたるS夫婦
との間va合意が成立した。その内容は、　S夫婦は、彼らの息子Lに対して，相続の放棄をなし、他方、息
子Lはt彼ら夫婦の各々のために、1千フランの資金を支払い、また，50フランの終身年金の奉公を条
件とするものであった。そして、その履行として、S夫婦はtその相続の放棄をなした。だが、その相続
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　　　ノの放棄をなしたのは、S夫婦力㍉娘Lの相続財産の半分は虚無の所有権（nue　propriete）残り半分
は用益権iで，それら抵彼らに帰属していると思って放棄をなした。ところが、以前は伽ベルギー法と同
様の規定であnたが｝1900年2月14日の法律の改正によ・一・て，前者の相続財産の半分は、現実には、
　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　　ノ完全な所有権（pleine　propriete）が帰属していたのである。
　これに対してt第一審裁判所は、1915年の合意は、錯誤により無効として，彼らの請求を認砥全
ての共有相続財産の清算と」その分割を命じた．しかし、パワ控訴院は1当該法律の錯誤は，相続財産の
本質自体va関するものではない。いわば、それは｝その存在または現実化についてではなくiその構成va
ついての錯誤であるから、その物の本質自体とは言えない。したが＾て1承諾の無効原因とはならないと
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の理田で、S夫婦の請求を却下した。だが、これua対して」破段院夙特va・　、一方当事者の合意がtその
当事者のすべてに虚無であると考え、また、契約の効果として取得しうると考えたところの権利の性質を
持つような，虚偽の観念でもって決定されたときは、本質πついての錯誤があると判断して、オルレアン
　　　　　　　　2控訴院に移送した　。
　当該破殿院判決からi承諾の動機の段階で法律の錯誤が生じている場合rC　tその合意は無効vaなりうる
ことを確認していることがわかり，それは単に、物の存在またはt現実化についてのみならず、物の性質
・構成vaついても生じうることも確認されている。また1法律の錯誤を認める要件たる決定的性格をも強
調されている。しかし、ここでは、相続財産自体の錯誤として考察されており、末だ、相続放棄自体の錯
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　誤までは論及されていない。したがって1当該事案はt相続権の譲渡の錯誤の性質を有している　。
　第二va、遺留分規定を知らないでなした相続放棄の錯誤ve関して11948年4月24日の破鍛院判決
である。まず）事実はこうである。父親F．Fは、1957年2月15日、二人の息子C．FとP．Fと
に、二回vaわたり贈与をなして死亡した。その後、相続人P．Fは、少額の父親が残した消極財産の弁済
を免れるためvat自己の相続を放棄した。その放棄をなすについて、　P．Fは自己に贈与された利益の全
てが，自己に帰属すると信じてなしたのである。ところカX直ちec、遺留分相続人として、　C・Fは、任
　　　　　　　　　　　　　　　　ク　　　　　　　　　ノ意処分可能額を超過した恵与（liberalite）の減殺を請求してきた。したがって，　P．Fの受贈財産
は遺留分規定vaより減額の運命vaあった。これva対して、　P．Fはt自己の放棄の効果を見破．て、その
放棄を取消し．さらva　t書記課va相続の承認を申立てる選択権を回復したのである。ところが，それ以前
夙すでva、　C・Fは、相続の承認を申立てていたのであって、それκ関する第790条の条項で対立し
たのである。したがって、C．Fは、　P。Fの放棄の取消は価値がないと王張した。
　これに対して、第一審裁判所は、1941年6月26日の判決でtP・Fの放棄は取消し得ないと判断
した。その理田は，事実上も，自田va処分可能な分の贈与を取戻しえないことと、さら欧相続権の構成
および存命中に与えられた物の価値を決定するためva．1評価するのは理由があるとされる。しかし、パリ
控訴院は！945年6月8日、第一審で定立された判断を破鍛して1控訴人は、誤って考えた物の同一性
va関する法律の錯誤を犯し、さら欧それは」放棄行為自体の不存在を生ずると判断した。そこで、破致
院は，パリ控訴院の判断を支持してiさらva1放棄した財産の同一性に関する本質的錯誤は、相続権の範
囲や性質の軽視から生じiそれは、合意の決定的原因となるから、その行為を無効vaするに充分であると
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4する。また1第790条は，本質的錯誤にも適用あるとしている　。
　当該判決からは）相続権iの範囲や性質についての錯誤を認めながら、それらは、さらに相続財産の同一
性を害すると考慮されていることが注目される点である。
　第三VC、前島1960年6月15日の破鍛院判決である。その判決において，注目すべき点は、まず」
法律の構成および性質についての錯誤が認められていることである。前掲二判例は，相続財産たる物自体
の錯誤として考慮されているのであるカX当該判決ve至eて）法律の錯誤のみの観点から，放棄の無効を
明確に認めている。さらVC　tそれを認めることはt当鵤法律の存在や現実化vaついての錯誤も認められ
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ることを意味しているのである。けだしb実際上においてもi法律の存在や現実化のそれのほうが、より
強く合意の決定的原因を生じる場合が多いと言えるからである。最後va、法律の錯誤の要件として、理論
的にも、行為の決定的原因を明確にした点である。
　以上から、概して、法律の錯誤に対する判例理論はt現在では、その認められる要件はすこぶる緩和さ
払事実の錯誤と要件・効果において、ほとんど同等の考慮がなされていると言える。そして、それは，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　さ法律の存在や現実化について、はたま叔法律の性質や構成vaついてであると問わないのである　。また）
それは、承諾の内容vaついてであ糾承諾の動機についてであれ構わないのである・
　1）Voy．Ghestin．op．cit．，　p．55－56；な料Decottigniesは、他人の土地の売買
　　および非債弁済について、法律の錯誤の観点から論ぜられる（Decottignies，　oP・cit・，
　　P．315－316）．
　2）　Civ．17　nov・1930，　S・1952・1・17，　note　Breton；D・1952。1・161・note
　　J．C．Laurent．
　3）パリ控訴院判決では1さらκ損害（16sion）理論との関係から、価値の錯誤（t’erreur　du
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　　　　　　ノ　　valeur）vaついても問題としている　（voy・Civ・17　nov・1950・precite）
　4）　Civ．24　mai　1948，　S・1949・1・109・note　G・R・Delaume；D・1948・517
　　note　Lenoan．
　5）この点vaついて、　Decottigniesは判例の分析で～権利の構成κついての錯誤（1　’er　reursur
　　laconsistance　de　dr　oits）を、権利の存在についての錯誤（t’erreur　sur
　　1’existence　du　droits）とから区別して、両者の無効理由が異なるとしているが
　　ωecottignies，　op．cit．，　p5t5）1前掲判例から、近時は両者t同様に認められていると
　　言える。
　4。強行法規の錯誤
　前掲、1960年の破鍛院判決の事案は、法的遺留分規定の誤解から生じた錯誤であるカ㍉その規定は、
元来、相続人間の公平を維持しようとの公的利益の保護の趣旨に出でるもので、一般eCi強行法規である
と考えられる。しからば、その法規の錯誤を認めることはtとりもなおさず、強行法規の錯誤を承認する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　tことになるので、つぎvasこの理論は正当であるのかと疑問を生じてくる　。
　法律の錯誤が存する場合vab何らかの救済手段を施そうとするのは、フランスの学説の一般的傾向である
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2が、特VCt強行法規の錯誤は法律の錯誤の保護から除外するとの説が存する　。これに対してi　Ghestin
は、前述、「何人も法律を知らずとみなされない」の法原則にっき、Boulangerの現代的理解を引用
して、強行法規の錯誤を除外するとの制限は、「完全に不条理である。なぜなら）無効の主張者は法の適
用を避けることを要求しているのではなく、自己の承諾を暇疵が存するとの確認を請求しているのにすぎ
　　　　　　　　ない。」とする ．これは、訴訟との関係で当該問題を解決しようとしているが、なおもこの問題は実体
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法に根をはるものであ・・）て，訴訟のみからの説明では不十分といわざるを得ない。しからばtこの問題は、
実際上、心理的現象として存在する強行法規にっいての錯誤を、法的にどのようua評価するかuaかかって
いるのであり、さらに、真の意思を尊重する原則とも関連してくるのである。
　なお、当該問題に対して1前述原因説から、強行法規の錯誤を除外することなく、原因理論で一貫して
説明できるであろう。
　1）わが国では、浜上教授が消極的見解の立場である（浜上・前掲，395頁参照）。
　2）　Planiol　et　Ripert　par　Esmein，　oP．cit．，　nol81，　P．215．
　3）　GhestinJ　oP．cit．，　note　no39，　P．55．
　　　お　わ　り　に
　以上で、現行フランス民法のもとでの法律の錯誤概念の現状uaついて）具体的vat相続放棄の錯誤の判
例を通じて概観を試みたのであるが、そこで、以下のことがいえると思うのである。
　まず、フランスでは、法律の錯誤制度はt現在の社会的背景を基礎にして、実際的に有用であるとのこ
とが確認されているばかりではなく、その概念も、理論的に重要であり、まtc，盛んに論じられていると
いえる。それは、法律の錯誤の法律構成について、承諾の暇疵説と原因説の対立の内に見出せると思うの
である。これらの点は、フランスの社会事情と多分に共通性を有するtわが国va対しても、十分re示唆さ
れる一ところがあると思う。
　っぎva1私瓜本稿の出発点とした原因説の王張する王観的原因概念の方法vaついてであるカ㍉その意
思表示の王観的把握の徹底の態度は、ひとりフランスのみならず、わが国の伝統的意思表示論の再検討を
促すac・十分であると考える。それは、また、個人の真の意思をできる限り探求しようとの趣旨に出でる
ところであり，フランスの行為論の特徴でもある。
　最後に、法律の錯誤の具体例として掲げたところの相続放棄の錯誤について、わが国でも・近時それ
寮認められる傾向にあるが真正面から、法律の錯誤について考慮された事例は皆無である。したがnてv
この観点からの考察も必要であると思うのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　　上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1968・｛0。3）
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